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自動車は、窒素酸化物や浮遊粒子状物質などの大気汚染物質のほか、地球温暖化の原因物質

である二酸化炭素を排出ガスとして環境中に放出します。 

私たちの生活環境や地球環境を守るためには、自動車を利用する私たち自身が、自らも排出

ガスによる大気汚染者、温室効果ガスの排出者であることを認識し、そのうえで、排出ガス低

減の取組みを推進していく必要があります。 

このため、香川県では、「生活環境の保全に関する条例」において、「自動車排出ガス対策」

として、エコドライブやアイドリングストップなどに関する規定を定めているほか、一定台数

以上の自動車を使用する事業者の方には、「自動車排出ガス対策計画」の作成と公表、県への

提出を義務付けています。 

この手引きは、「自動車排出ガス対策計画」の具体的な作成方法などについてまとめたもの

ですので、計画作成の際の参考にしてください。 
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１．自動車排出ガス対策計画について 

 

「香川県生活環境の保全に関する条例」で規定している「自動車排出ガス対策計画」は、

排出ガスの排出量が少ない自動車の導入や、自動車の適正な整備・運転など、排出ガスの排

出を抑制するため、事業者の方に、自主的、率先的に実施する取り組みについて定めていた

だく計画です。 

自動車を多く使用している規模の大きな事業者の方に、この計画を作成、自ら公表してい

ただくことにより、排出ガス削減に向けた具体的な取り組みを一層促進するとともに、計画

作成の対象となっていないその他の事業者の方への波及効果を期待するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             県内に所在する事業所で使用する自動車（軽自動車等は除く）の 

台数の合計が、前年度の末日において 50台以上である事業者 

計画の作成 

○計画の対象期間  3～5年間 

○計画の内容 

(1) 事業所ごとの自動車の使用台数 

(2) 自動車の使用に伴う大気環境への負荷

の低減を図るための方針 

(3) 排出ガスの排出量が少ない自動車の導

入に係る事項 

(4) 自動車の使用抑制、並びに適正な整備

及び運転の実施に係る事項 

(5) 計画の推進体制 

知事への提出、 公表 

 

○提出の期限 

計画期間の初年度の 7月末日まで(※) 

 

○公表の方法 

事業所に備えて一般の閲覧に供する

方法、又はインターネットの利用 

 

 

実施措置報告書の作成 （最終年度分） 

実施措置報告書の作成 （初年度分） 

実施措置報告書の作成 （次年度分） 

知事への報告、 公表 

○報告の期限 

各年度の翌年度の 7月末日まで(※) 

 

○公表の方法 

事業所に備えて一般の閲覧に供する

方法、又はインターネットの利用 

新
し
い
計
画
の
作
成
へ 

4～5年計画の場合 

(※) ただし、災害その他特別の事情がある場合は、知事が別に期限を定めることがあります。 

対象の事業者 
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２．対象の自動車について 

計画の対象とする「自動車」は、道路運送車両法第 3条に規定する普通自動車及び小型自動車（二

輪自動車を除く）で、バスやトラックのほか、一般の乗用車等が該当します。 

対象とならないのは、軽自動車、特殊自動車（「特種」ではないことに注意）、二輪自動車です。 

県内に所在する事業所で使用する対象自動車の総台数が、3月 31日時点で 50台以上である場合

は、4月 1日から 3～5年間分の自動車排出ガス対策計画を作成してください。 

 

【対象の自動車】 

自動車の種別 自動車の構造及び原動機 
自動車の大きさ 

長さ 幅 高さ 

普通自動車 
小型自動車、軽自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車以外の全ての自動車 

（被けん引車を除く。）                          ※バスやトラックも含まれます。 

小型自動車 

四輪以上の自動車で、大きさが右欄に該当するもののうち軽自

動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車以外のもの（内燃

機関を原動機とする自動車（軽油を燃料とする自動車及び天然

ガスのみを燃料とする自動車を除く。）は、総排気量が 2.00Ｌ以

下のものに限る。） 

4.70ｍ 

以下 

1.70ｍ 

以下 

2.00ｍ 

以下 

三輪自動車で軽自動車、大型特殊自動車及び小型特殊自動車以外のもの 

 

【対象とならない自動車】 

自動車の種別 自動車の構造及び原動機 
自動車の大きさ 

長さ 幅 高さ 

小型自動車 二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）及び被けん引自動車 

軽自動車 

二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）以外の自動車及

び被けん引自動車で、大きさが右欄に該当するもののうち大

型特殊自動車及び小型特殊自動車以外のもの（内燃機関を

原動機とする自動車は、総排気量が 0.660Ｌ以下のものに限

る。） 

3.40ｍ 

以下 

1.48ｍ 

以下 

2.00ｍ 

以下 

二輪自動車（側車付二輪自動車を含む。）で、大きさが右欄

に該当するもののうち大型特殊自動車及び小型特殊自動車

以外のもの（内燃機関を原動機とする自動車は、総排気量が

0.250Ｌ以下のものに限る。） 

2.50ｍ 

以下 

1.30ｍ 

以下 

2.00ｍ 

以下 

大型特殊自動車 

小型特殊自動車 

①ショベル・ローダ、タイヤ・ローラ、ロード・ローラ、グレーダ、ロード・スタビライザ、ス

クレーパ、ロータリ除雪自動車、アスファルト・フィニッシャ、タイヤ・ドーザ、モータ・

スイーパ、ダンパ、ホイール・ハンマ、ホイール・ブレーカ、フォーク・リフト、フォー

ク・ローダ、ホイール・クレーン、ストラドル・キャリヤ、ターレット式構内運搬自動車、

自動車の車台が屈折して操向する構造の自動車、国土交通大臣の指定する構造

のカタピラを有する自動車及び国土交通大臣の指定する特殊な構造を有する自動

車 

②農耕トラクタ、農業用薬剤散布車、刈取脱穀作業車、田植機及び国土交通大臣の

指定する農耕作業用自動車 

③ポール・トレーラ及び国土交通大臣の指定する特殊な構造を有する自動車 
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その他、計画の対象の自動車は、次のようにカウントします。 

 

自動車の種類 考え方 

県内に複数の事業所がある場合 
全ての事業所で使用する自動車の台数を合計して、50 台以上の場合

は対象になります。 

本社が県外にある場合 県内の事業所を本拠として使用している自動車が対象になります。 

社長や役員の自動車 

車検証の「使用者の氏名又は名称」（「使用者の氏名又は名称」の欄が

＊の場合は「所有者の氏名又は名称」の欄）に会社名がある自動車は

全て対象となります。 

従業員が営業でも使用している自

家用車 

車検証の「使用者の氏名又は名称」（「使用者の氏名又は名称」の欄が

＊の場合は「所有者の氏名又は名称」の欄）にその会社名がない自動

車は対象になりません。通勤用の自家用車も対象外です。 

事業所の構内のみ走行するナン

バープレートがない自動車 
車検証がない自動車は対象になりません。 

トレーラーの台車など被けん引車 排出ガスが発生しないので対象になりません。 

同一敷地にある子会社と共同で使

用している自動車 

車検証の「使用者の氏名又は名称」の欄（「使用者の氏名又は名称」の

欄が＊の場合は「所有者の氏名又は名称」の欄）に記載されている会

社ごとに、50台以上使用しているかどうかを判断してください。 

レンタカー会社が商品としている

自動車 

自動車賃貸業の用に供する自動車であるため、レンタカー会社におい

て算定の対象になります。 

リース会社が商品としている自動

車 

リース車両についても、自動車賃貸業の用に供する自動車であるた

め、算定の対象になります。日常点検整備のメンテナンス等をリース元

で実施している場合はリース会社において算定し、リース先で実施して

いる場合はリース先で算定します。 

中古車販売やカーディーラーで、

販売目的で展示している自動車 
展示車両は使用が目的でないため、対象になりません。 

国や地方公共団体の公用車 
道路運送車両法第 3 条に規定する普通自動車と小型自動車（二輪の

小型は除く）は全て対象になります。 

 

 

３．自動車排出ガス対策計画の作成について 

 

自動車排出ガス対策計画に記載する内容は次の事項です。 

 

(1) 事業所ごとの自動車の使用台数 

(2) 自動車の使用に伴う大気環境への負荷の低減を図るための方針 

(3) 排出ガスの排出量が少ない自動車の導入に係る事項 

(4) 自動車の使用抑制、並びに適正な整備及び運転の実施に係る事項 

(5) 自動車排出ガス対策計画の推進体制 

 

○計画の作成主体 

自動車排出ガス対策計画は、「事業者」ごとに作成することを基本としていますが、複数の事業

所があり、それぞれの事業所が使用する自動車を独立して管理しているなど、事業者として一つ
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の計画にまとめることが難しい場合は、複数の計画に分けて作成し、主たる事業所から一括して

提出していただいても構いません。（各計画の中では、全体の合計台数や複数の計画の相互の関

係が分かるよう記載してください。） 

○県外に本社等がある場合は、県内にあるいずれかの事業所からの提出でも構いません。また、全

国の事業所をまとめて、既に事業者として自動車排出ガス対策に関する計画を作成している場合

は、そのうちの香川県分の計画が分かるようにして提出してください。 

○計画期間中に、計画の内容を変更した場合は、知事への届出が必要になります。 

○作成した計画の提出、計画の変更の届出は、条例で定める様式、期限で行ってください。 

 様  式 期  限 

作成した計画の提出 施行規則第 31号様式 計画期間の初年度の 7月末日までに提出(※) 

提出した計画の変更 施行規則第 32号様式 変更から 30日以内に届出 

＜提出先＞  

⚫ 香川県電子申請・届出システムによる提出の場合 

URL: https://apply.e-tumo.jp/pref-kagawa-u/offer/offerList_initDisplay 

（検索キーワード：「自動車排出ガス」） 
 

⚫ 郵送による提出の場合 

〒760-8570  香川県高松市番町四丁目 1番 10号 

香川県 環境森林部 環境管理課  （大気保全･環境安全グループ） 

電話 087-832-3219（直通）   FAX 087-806-0228 

 (※)災害その他特別の事情がある場合は、知事が別に提出期限を定めることがあります。 

○条例で定める様式は、県のホームページ（ページ ID：2183）からダウンロードできます。 

 

○計画の公表 

提出した自動車排出ガス対策計画は、インターネットを利用してホームページに掲載したり、

事務所に備え置いて閲覧できるようにしたりするなど、計画を見たい方がいつでも見られるよう

な方法で公表してください。 

なお、公表しようとする計画等には、その冒頭に、香川県生活環境の保全に関する条例に基づ

いて公表する旨の記載をしてください。 

（例）「香川県生活環境の保全に関する条例第 106 条第 1 項の規定に基づき、自動車排出ガス対策

計画を作成したので、同条第 2項の規定に基づいてこれを公表するものです。」 

○次頁より  作成例  をお示しますが、表書きを除く計画本体については、様式として定めている

ものではありませんので、これらを参考に、事業活動の特性などに合わせて、自由な形式で作成

していただいて構いません。実施措置報告書も同様です。 

  

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kankyokanri/kankyo-hozen/taikiseikatu/yoshiki/yoshiki.html 

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kankyokanri/kankyo-hozen/taikiseikatu/yoshiki/yoshiki.html
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第 31号様式（第 76条関係） 

 
 

自動車排出ガス対策計画書 

 

令和○○年○○月○○日 

香 川 県 知 事   殿 

 

届出者 〒○○○-○○○ 

住所  ○○○○○○○○○○○ 

         氏名(法人にあってはその

名称及び代表者氏名)○○株式会社 代表取締役 ○○○○ 

 

香川県生活環境の保全に関する条例第 106条第 1項の規定により、自動車排出ガス対策計画を

作成したので提出します。 

主 た る 事 業 所 の 名 称 株式会社  ○○○○   高松本社 

主たる事業所の所在地 ○○○○○○○○○○○○○○○○ 

計 画 の 内 容 別紙のとおり 

計 画 期 間 20X1年度  ～  20X3年度 

計画の公表予定年月日 20X1年○○月○○日 

計 画 の 公 表 の 方 法 弊社ホームページに掲載し、インターネット利用により公表する。 

連 絡 先 

担当部署    ○○○○部○○○○課○○○○グループ 
 
担当者      ○○ ○○ 
 
電話番号    ○○○－○○○－○○○○ 
 
ＦＡＸ番号  ○○○－○○○－○○○○ 
 
電子メールアドレス  ○○○○○○○○○○○○○ 

備考    用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列 4 番とすること。 

作成例（３箇年計画の場合） 
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自動車排出ガス対策計画 

 

計画の対象期間 20X1年 4月 1日～20X4年 3月 31日 

 

１  事業所ごとの自動車の使用台数 

（20X1年 3月 31日現在） 

整理番号 1 2 3 合計 

事業所の名称 本社 丸亀営業所 観音寺営業所 － 

事業所の所在地 
高松市○○町 

○-○-○ 

丸亀市○○町 

○-○-○ 

観音寺市○○町 

○-○-○ 
－ 

自動車の使用台数 31 19 15 65 

 

 

補足説明 

(1)  計画提出年度の前年度末日（3月 31日）現在の自動車の使用台数を、事業所ごとに区分し

て一覧表にしてください。 

(2)  対象の自動車は、道路運送車両法第 3条に規定する普通自動車及び小型自動車（軽自動車、

二輪車、大型・小型特殊自動車は対象外）です。県内に複数の事業所がある事業者で、それ

ぞれの事業所では 50 台に満たない場合でも、合計で 50 台以上となる場合は、計画作成の対

象事業者となります。 

 

 

２  自動車の使用に伴う大気環境の負荷の低減を図るための方針 

 

自動車は、窒素酸化物や浮遊粒子状物質などの大気汚染物質のほか、地球温暖化の原因物質で

ある二酸化炭素を排出ガスとして大気環境中に放出することから、事業活動における自動車の使

用に伴う大気環境の負荷の低減を図るため、次の方針により取り組むこととする。 

○  自動車の効率的な使用等により、自動車の使用をできるだけ抑制するとともに、整備点

検を確実に実施し、アイドリングストップやエコドライブを徹底して、排出ガスを減少さ

せるよう努める。 

○  自動車の新規購入または更新に当たっては、排出ガスの排出量が少ない自動車を積極的

に導入する。 

○  この自動車排出ガス対策計画について、従業員への十分な周知を行い、社内一体となっ

て取り組みを推進していく。 
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補足説明 

(1)  作成しようとする自動車排出ガス対策計画全般に関して、事業者としての基本的な方針

（考え方）を記載してください。内容は、自動車の使用に伴う大気環境の負荷の低減の重要

性の認識や、自動車を数多く使用する事業者として、自主的に取り組みを推進していく姿

勢について記載していただくことになります。 

 

 (2) 自社で既に「環境宣言」や「ISO14001」などに基づく独自の環境方針を定めている場合は、

その内容を記載していただいても結構です。 

 

 

３  排出ガスの排出量が少ない自動車の導入に係る事項 

 

自動車区分 20X0年度末時点の台数 20X3年度末時点の目標台数 

総自動車台数 65 60 

電動車等の台数 13 30 

導入割合 20％ 50％ 

 

 

補足説明 

(1)  計画作成時点（年度末時点）の電動車等の導入状況と、最終年度における全体の導入目標

（または導入予定）の台数、導入目標割合などを記載してください。 

(2) 「電動車等」の範囲について 

国が定める『2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略』では、次の自動車

を「電動車」と定義しています。 

①電気自動車 

②燃料電池自動車 

③プラグインハイブリッド自動車 

④ハイブリッド自動車 

このほか、一般の自動車より排出ガスの排出量が少ない自動車（天然ガス自動車、ＬＰＧ

自動車など）を含みます。 
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４  自動車の使用抑制、並びに適正な整備及び運転の実施に係る事項 

 

項  目 内    容 

自動車の使用抑制 

 運送業者による輸送を一部導入し、自家用貨物自動車による輸送から

の転換を図る。 

 最大積載量で運行できるよう、車種構成を改善し、荷の量に合った適切

な車両を使用する。 

自動車の適正な整備 

 日常点検・整備マニュアルを作成し、エンジンオイルの適正な選択・定期

的な交換、適正なタイヤ空気圧の維持など、十分な点検整備の方法を定

めて従業員に周知する。 

 管理責任者を設置し、運転日報をチェックすることにより、点検整備の実

施を徹底する。 

自動車の適正な運転 
 従業員に対してエコドライブの講習を行い、アイドリングストップ、急発進・

急加速運転の削減など、エコドライブの実施に努める。 

 

 

補足説明 

(1)  自動車の使用に伴う大気環境の負荷の低減を図るためには、電動車等の導入のほか、自

動車そのものの使用抑制や、自動車の適正な整備及び運転に取り組んでいく必要がありま

す。 

ここでは、自動車の使用の抑制等を行うために取り組む計画について記載します。 

(2)  レンタカー事業者は、下記の内容も参考にしてください。 

[自動車の適正な整備] 

・ 自動車の安全運行の維持に必要な点検整備を確実に実施するため、事業所ごとに整備管

理者を設置する。 

・ 整備管理者は、エンジンオイルの適正な選択・定期的な交換、タイヤの適正圧の維持など

を定めた「車両点検・整備マニュアル」を作成し、従業員に周知する。 

・ 整備管理者は、日常点検の実施方法を定め、自動車を貸渡すときには、貸渡人に対して

も、貸渡期間中の日常点検の実施を指示する。 

[自動車の適正な運転] 

・ 自動車を貸渡すときには、貸渡人に対して、エコドライブの実施について説明する。 
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５  自動車排出ガス対策計画の推進体制 

計画に記載する取り組みが確実に実施されるよう、社内の推進体制（役割分担）と推進方法を記

載してください。 図表を作成する必要はありません。以下の記載例を参考に、事業者の組織体制

に合わせて役職や担当部署を箇条書き等で簡潔に記載してください。 

 

【記載例１：本社と複数の営業所・工場等がある場合】 

≪推進体制≫ 

○ 総合責任者：代表取締役 

○ 全社推進責任者：本社 総務部長 

○ 各事業所推進責任者：各営業所長（または各工場長） 

○ 実施担当者：各事業所の車両管理者 および 全運転者 

 

≪推進方法≫ 

各事業所推進責任者は、毎年度、当該事業所における取り組みの実施状況を確認し、全社推進責

任者に報告する。全社推進責任者は、全社の取り組み状況を取りまとめ、総合責任者へ報告すると

ともに、取り組みが不十分な場合は原因究明と適切な措置を指示する。総合責任者は結果を最終確

認し、必要に応じて計画の見直しを行う。 

 

【記載例２：事業所が 1 か所のみ、または小規模な場合】 

≪推進体制≫ 

○ 総合責任者：代表取締役 

○ 推進責任者：総務課長（または車両管理担当者） 

○ 実施担当者：全運転者 

 

≪推進方法≫  

推進責任者は、毎年度、計画に記載した取り組みの実施状況を確認・取りまとめ、総合責任者へ

報告する。総合責任者は結果を確認し、必要に応じて社内への再周知や計画の見直しを指示する。 

 

 

補足説明 

(1)  計画に記載する取り組みが推進されるよう、責任の所在や推進体制を記載してください。

また、計画を推進するための≪推進方法≫を、あわせて記載してください。 

(2)  作成例の記載はあくまで一例ですので、会社の形態等に応じて、作成してください。 
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４．自動車排出ガス対策計画に基づいて実施した措置の報告について 

 

提出した自動車排出ガス対策計画については、計画期間中の毎年度、計画に基づいて実施した措

置について知事に報告をしてください。 

 

○使用する自動車の台数が、計画期間中に 50 台未満となった場合であっても、計画期間中は実施

した措置についての報告をしてください。 

○計画に基づいて実施した措置の報告についても、条例で様式、期限を定めています。 

様 式 ： 施行規則第 33号様式 

期 限 ： 各年度の翌年度の 7月末日まで(※) 

(※)ただし、災害その他特別の事情がある場合は、知事が別に報告期限を定めることがあります。 

 

○受付窓口、提出先、公表の方法等は、計画の提出・公表に準じます。（ 4ｐ） 

○計画に基づいて実施した措置の公表についても、その冒頭に、香川県生活環境の保全に関する条

例に基づいて公表する旨の記載をしてください。 

（例）「香川県生活環境の保全に関する条例第 106 条第 5 項の規定に基づき、自動車排出ガス対策

計画に基づいて実施した措置を公表するものです。」 
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第 33号様式（第 76条関係） 

 

 

自動車排出ガス対策実施措置報告書 

 

令和○○年○○月○○日 

香 川 県 知 事   殿 

 

報告者     〒○○○-○○○ 

住所    ○○○○○○○○○○○○○○○○ 

株式会社  ○○○○ 

氏名    代表取締役  ○○○○    

（法人にあっては、その名称及び代表者氏名） 

 

 

香川県生活環境の保全に関する条例第 106条第 5項の規定により、自動車排出ガス対策計画に

基づいて実施した措置について、次のとおり報告します。 

主 た る 事 業 所 の 名 称 株式会社  ○○○○   高松本社 

主 た る 事 業 所 の 所 在 地 ○○○○○○○○○○○○○○○○ 

自動車排出ガス対策計画に基

づいて実施した措置 
別紙のとおり 

実施した措置の公表予定年月日 20X2年○○月○○日 

実施した措置の公表の方法 弊社ホームページに掲載し、インターネット利用により公表する。 

連 絡 先 

担当部署    ○○○○部○○○○課○○○○グループ 
 
担当者      ○○ ○○ 
 
電話番号    ○○○－○○○－○○○○ 
 
ＦＡＸ番号  ○○○－○○○－○○○○ 
 
電子メールアドレス  ○○○○○○○○○○○○○ 

備考    用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列 4 番とすること。 
    

 

作成例 
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自動車排出ガス対策計画に基づいて実施した措置 

 

計画の対象期間 20X1年 4月 1日～20X4年 3月 31日 

本報告の対象期間 20X1年 4月 1日～20X2年 3月 31日 

 

１  事業所ごとの自動車の使用台数 

（20X2年 3月 31日現在） 

整理番号 1 2 3 合計 

事業所の名称 本社 丸亀営業所 観音寺営業所 － 

事業所の所在地 
高松市○○町 

○-○-○ 

丸亀市○○町 

○-○-○ 

観音寺市○○町 

○-○-○ 
－ 

自動車の使用台数 30 20 15 65 

 

 

補足説明 

(1)  報告の対象年度末日（3月 31日）現在の自動車の使用台数を、事業所ごとに区分して一

覧表にしてください。 

 

 

２  排出ガスの排出量が少ない自動車の導入実績 

（20X2年 3月 31日現在） 

自動車区分 本社 丸亀営業所 観音寺営業所 合計 計画台数 

総自動車台数 30 20 15 65 60 

電動車等の台数 6 4 3 13 30 

導入割合 20％ 20％ 20％ 20％ 50％ 

 

 

補足説明 

(1)  対象年度中の電動車等の導入実績を一覧表で作成します。計画書の「排出ガスの排出量

が少ない自動車の導入に係る事項」で記載した項目の実績について、分かりやすい形式で

作成してください。 
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３  自動車の使用抑制、並びに適正な整備及び運転の実績 

 

項  目 計    画 実    績 
備考 

（※任意記入） 

自動車の 

使用抑制 

 運送業者による輸送を一部導入し、自家用貨

物自動車による輸送からの転換を図る。 

 最大積載量で運行できるよう、車種構成を改

善し、荷の量に合った適切な車両を使用する。 

☑ 計画通り実施した 

□ 一部実施した 

□ 未実施 

 

 

自動車の 

適正な整備 

 日常点検・整備マニュアルを作成し、エンジ

ンオイルの適正な選択・定期的な交換、適正

なタイヤ空気圧の維持など、十分な点検整備

の方法を定めて従業員に周知する。 

 管理責任者を設置し、運転日報をチェックす

ることにより、点検整備の実施を徹底する。 

☑ 計画通り実施した 

□ 一部実施した 

□ 未実施 

朝礼で点検整備

方法を周知する

とともに従業員

に回覧した。 

自動車の 

適正な運転 

 従業員に対してエコドライブの講習を行い、

アイドリングストップ、急発進・急加速運転

の削減など、エコドライブの実施に努める。 

☑ 計画通り実施した 

□ 一部実施した 

□ 未実施 

〇月○日に講習

会を開催した。 

 

 

補足説明 

(1)  計画書の「自動車の使用抑制、並びに適正な整備及び運転の実施に係る事項」で記載した

項目について、対象年度中の実績をできるだけ具体的に記載してください。 
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条例で規定しているその他の自動車排出ガス対策 

 

 

１  自動車の使用の抑制、自動車の適正な整備と運転 

自動車の効率的な使用や、公共交通機関の利用により、自動車の使用の抑制に努めるほか、

自動車を適正に整備し、エコドライブを心がけて、排出ガスの減少に努めること。 

 

２  アイドリングストップの実施 

無駄な排出ガスを抑えるため、駐停車時にはアイドリングストップの実施に努めること。 

また、500 ㎡以上の駐車場（駐車マス部分が約 35～40 台分）の設置者、管理者は、駐車場利用者

に対して、看板の設置、会合での伝達など、各々効果的な方法で、駐車時のアイドリングストップの周

知を行うこと。 

       

 

３  排出ガスの排出量が少ない自動車等の導入・使用 

自動車を購入したり使用したりするときは、排出ガスの排出量が少ない自動車等を選ぶよう努めるこ

と。 

 

４  自動車販売事業者による自動車環境情報の提供 

自動車販売事業者は、販売する自動車の環境情報（排出ガスの量や燃費など）を店舗に備え置い

て、来店者に対して説明するよう努めるほか、年間 100台以上の自動車を販売する事業者は、そうした

活動を推進する「自動車環境情報説明推進員」を選任し、届出をすること。 

 

 

 

資  料 

（看板、はり紙の例） 


